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電力小売全面自由化２年の振り返り（まとめ）

 新電力のシェアと低圧分野（家庭等）のスイッチング（2018年3月現在）

– 全販売電力量に占める新電力のシェアは、約13％となっている。

– 電圧別では、特別高圧・高圧分野における新電力のシェアが約16％と２年前に比べて倍
増する一方、2016年4月に自由化された低圧分野は約8％となっている。

– 低圧分野における、みなし小売事業者から新電力へのスイッチングは約622万件（約
10％）となり、月平均25～30万件のペースで継続的に増加している。

– 大手電力（旧一般電気事業者）の自社内の契約切替（規制→自由：約6%）を合わ
せると、全面自由化後２年間で約16％が自由料金へ切り替えた。

 競争の拡大と料金メニューの多様化

– 登録小売電気事業者数は約500者となり、新規参入者の営業地域が徐々に拡大し、東
京・関西が先行し、１年目と比較してその他のエリアにも競争の拡大がみられる。

– 料金メニューの数は、自由化直後に比べて約6倍に増加する一方、極めて限られているが、
完全従量型や市場連動型などの新しい料金メニューも提供されるようになっている。

 卸電力取引の活性化

– 卸電力取引所の取引量は大幅に増加し、2018年6月における販売電力量全体に占める
比率は15～20％程度となっている。

※2015年度:154億kWh→2016年度:230億kWh→2017年度:578億kWh
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 2018年1月及び2月は、新規参入者の事業縮小や吸収合併等により、新電力からその他の
新電力や大手電力（旧一般電気事業者）へのスイッチングが月間10万件以上発生※。 そ
の他の期間は、多くて月間３～４万件程度となっている。

新電力間等のスイッチング状況

※2018年1月及び２月に切替件数が大幅に増加した要因

• 大東エナジーの事業縮小
• イーレックススパークマーケティングとイーレックススパークエリアマーケティングの事業統合（吸収合併）など

新電力からの切り替え状況の推移

（出所） 電力取引報
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 全面自由化直後に比べて、需要家が選択できる料金メニューが６倍強増加。

 メニュー数の増加のうち、８割は既存事業者がメニュー数を増やしたことに起因。

 料金メニューの大半は基本料金と従量料金で構成される二部料金制である一方、定額料
金制を取り入れるものも出てきている。

 また、新電力の料金メニューのうちガス・通信等とセットとなったメニューは２割を占める。

1年目と2年目の比較③（料金メニュー数）
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2016年6月 2017年12月

新規参入者の料金メニュー類型の分布（全国） 注１）エリア単位で１千件以上の契約数のある事業者に限定。
注２）大手電力の自由料金メニュー、電力用メニューは除く。

2018年3月

168
メニュー

593
メニュー

1034
メニュー

全メニューに占める
セットメニューの割合

（全国：2018年3月時点）

（出所）電力取引報



低圧 [件] 特別高圧・高圧 [件]

16年4月 16年8月 17年3月 17年7月 18年3月 16年4月 16年8月 17年3月 17年7月 18年3月

北海道区域 0 0 0 0 0 北海道区域 196 232 430 504 570

東北区域 0 0 173 213 261 東北区域 0 331 2,077 2,710 4,302

東京区域 206 2,044 70,698 83,780 166,268 東京区域 1,162 1,594 3,513 4,245 5,873

中部区域 0 7,755 18,201 21,458 24,188 中部区域 537 695 1,680 4,390 6,367

北陸区域 0 0 0 0 0 北陸区域 0 0 19 87 134

関西区域 58 18,887 24,036 35,848 40,830 関西区域 3,301 3,739 3,729 4,011 4,557

中国区域 0 0 0 α α 中国区域 α α 75 299 697

四国区域 0 0 0 0 0 四国区域 0 0 83 291 761

九州区域 0 0 0 0 88 九州区域 0 0 199 465 1,133

沖縄区域 0 0 0 0 0 沖縄区域 0 0 0 0 0

合 計 264 28,686 113,108 141,307 231,643 合 計 5,197 6,592 11,805 17,002 24,394

大手電力による域外進出の状況

 従来の供給区域外での大手電力（旧一般電気事業者）※の契約口数は、2018年3
月時点で低圧で約23万件、特高・高圧で約2.4万件に拡大。

 地域別にみると、低圧は、東京・中部・関西へ集中。一方、特高・高圧はそれ以外の地
域（東北・九州等）においても進展が見られる。

※ 大手電力の100％子会社を含む。（該当企業：テプコカスタマーサービス、ファミリーネットジャパン、日本ファシリティソリューション、ケイ・オプティコム、関電エネルギーソリュー
ション、Kenesエネルギーサービス（関電エネルギーソリューション100％子会社）、シーエナジー、エネルギア・ソリューション・アンド・サービス、九電みらいエナジー）

（出所）電力取引報

域外における大手電力の契約口数の推移

（注）αは1～9件を意味する。 15



（参考）関西電力の電気料金値下げ（2018年7月1日～）

16




